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A. はじめに
　日本の図書館情報学教育の現状調査の一環として，図書館情報学分野の教員の経歴と論文執筆状況を調査したので，その結果を報告する。
　調査の目的は，日本の図書館情報学分野の大学教員の所属，年齢，学位，教育歴，論文執筆状況を明らかにすることにある。実態の把握を目的とするが，間接的には，日本の図書館情報学の特性を大学教員に視点をあてて示すことを意図している。

　また，こうした調査を今の時点で行うことにはいくつかの背景がある。
　一つは，図書館学あるいは図書館情報学は分野として比較的歴史があるものの，常に研究者の量と質の両面にわたって批判がなされてきた。最近では，2001年に根本彰が，研究者の絶対数が少ない，研究者のもつ学位が一般に低い，大学所属の図書館関係者の研究生産性が低い，といった指摘をしている1)。こうした批判は，数十年前からなされてきてはいるものの，多くは感想であり，必ずしも図書館情報学分野の教員や研究者の実態調査を根拠としたものではない。根本彰の発言は，日本図書館情報学会研究委員会が行った調査報告に基づいてはいるが，同調査は，雑誌掲載論文，記事の定量的分析を行ったものであって，大学教員や研究者に焦点をあてたものではない。
　第二に，大学とともに学問分野も競争的環境に置かれるようになったことがあげられる。大学においては，競争的研究資金の獲得が大きな課題となっているが，その中心となっているのは科学研究費である。特に人文社会科学においては，日本学術振興会（文部科学省）の科学研究補助金が大きな役割を果たすようになってきた。この科学研究補助金の「文部科学省の科学研究費の「系・分野・分科・細目表」は，学問分野の分類表であるに過ぎないが，ここに項目として取り上げられるかどうかは，分野としての今後の発展に影響を与えるまでになっている。学問分野が成り立つかどうかは，同じ研究課題を有する人々が一体感を持って研究を行いうるかどうか，つまりパラダイムの共有という内的な側面と，独自の研究の道具立ての存在が重要である。しかし，現在の環境では，他の分野との相対的な評価も考慮にいれなければならない。そのためには，学問分野としてのいわゆる自己評価が必要である。
　第三に，第二点とかかわることであるが，学問分野を定量的に評価する方法を開発するという新しい課題が生まれていることである。この中の評価に用いる資料やデータの選択，評価，入手，分析では，図書館情報学における蓄積や手法と重なる部分がある。その一つの試みである。
　こうした，研究者の経歴のデータを収集する場合の事情は，昨今，大きく変わりつつある。一つは，個人情報の保護が徐々に認識されるようになり，名簿は外部には公開されないばかりでなく，作成されもしない傾向が強まっている。また，学会名簿でも，個々の会員が公表項目を選択できるようになり，また，目的外使用が禁じられるようになった。その結果，こうした個人を対象とした調査を行うには，データの入手が難しくなり，また，特定の調査項目のデータを一つの情報源から網羅的に得ることもできにくくなっている。一方では，データベース化や電子化は進展し，科学技術振興機構(JST)の「ReaD　研究開発支援総合ディレクトリ」(以下，『ReaD』と省略)のようなウェブ上で研究者の情報を公開する動きが進展している。また，各大学においても，いわゆる大学の認証評価の評価項目として，研究成果の公表が取り上げられているため，所属教員の属性や研究業績のデータベースを作成し，ウェブで公開する大学も徐々に増え始めている。つまり，制限と公開の二つの方向の動きがあるのが現状である。
　この調査では，日本における図書館情報学分野の教員を，次のような範囲とした。

(1)　図書館情報学の専門学部，学科，コースなどに所属する教員。

(2)　四年制大学と短期大学の司書課程の授業を担当する教員。
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　第１図に示すような手順で，範囲を限定した。まず，図書館情報学の専門学部，学科，コースなどに所属する教員と四年制大学と短期大学の司書課程の授業を担当する教員のリストアップを行った。これは，日本図書館協会図書館学教育部会編『日本の図書館情報学教育 2000』，『図書館年鑑』（日本図書館協会図書館年鑑編集委員会編, 1982−)の「図書館学開講大学」をもとに調べ，各大学のウェブサイトに掲載された教員データで補った。

　
次に，大学の専任教員である者とそれ以外とを分けた。この作業では，科学技術振興機構(JST)の『ReaD』と各大学のウェブサイトに掲載された教員データを優先して使用した。

　さらに大学の専任教員を，図書館情報学分野の教員とその他の分野の教員に分けた。『Read』の「現在の専門分野(科研費分類コード，研究分野を表すキーワード)」，「所属学会」，それに日本図書館情報学会，日本図書館研究会の会員名簿を参照した。

　なお，各データは，2005年4月1日現在で取得した。

　最終的に四年制大学115校206名，短期大学34校41名，計149校247名の教員を対象としてデータを収集した。
　この調査では，実態を示すことに主眼を置くが，特徴を見るために比較を行いたい。比較には同じ手法で得たデータを用いて同様の分析を行うことが必要である。そこで，その比較の対象として，同時期のグループと過去のグループを用いた。上記の過程で大学の専任教員に限定した後で，図書館情報学分野の教員とその他の教員に分けたが，ここで「その他」とした教員群を比較に用いる。このグループは，専門分野はまちまちで，書誌学，教育学，社会学から工学や数学までの雑多な分野の大学教員群である。厳密には全ての分野を反映するものでも，特定の分野を代表しているグループでもなく，あくまで「司書課程や図書館情報学教育を担当する他分野出身の大学教員群」である。しかし，後述する過去の先行調査でも同様の区分をしていることなどから，不十分ではあるが，ここでは便宜的に比較対象としている（第2図）。
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　過去の実態調査結果として，1987年度に慶應義塾大学文学研究科修士論文として提出された柳沢昌明の『日本の図書館情報学教育担当者の研究』2)を用いた。これは，公表されたものではないが，これまで包括的に図書館情報学分野の教員を調査した例が他にみられない。なお，修士論文の入手については，大学や図書館によって扱いが異なるが，慶應義塾大学文学研究科の修士論文は，図書館（慶應義塾大学三田メディアセンター）に保存管理されている。図書館目録に掲載されており，一般の閲覧者でも一定の閲覧手続きをとれば閲覧は可能である。
　柳沢昌明の調査は，日本の四年制大学と短期大学で図書館情報学教育を担当する教員888名を対象として行ったものである。調査が行われたのは1987年で，調査対象年は，1982年である。日本図書館協会『図書館学教育担当者名簿昭和57年調査』を基に教員を専任教員と非常勤教員に分け，専任教員については，『研究者・研究課題総覧』1979年版，1984年版で生年，出身校，専攻，取得学位，所属，学会，研究分野，著作を調べている。専任教員の中で図書館情報学を研究対象としている教員に対して，『図書館関係専門家事典』により図書館実務経験の有無を調べている。論文執筆状況は，『図書館情報学研究文献要覧1970〜81』を調査した。
　

B. 調査項目と調査方法
　調査項目は，性別や年齢の構成といった集団の人口統計的な側面，学位や教育歴，所属学会といった研究面での指標，図書館情報学に特有の図書館の勤務歴，それに論文の生産性からなっている。

　調査項目と使用した資料や調査方法を第１表に示した。前述のように，公表された資料から，対象者全員の全項目のデータを入手することはできない。この表には，判明した数と判明率を記載した。
　図書館情報学を専門とする大学教員（以下「図書館情報学教員」と省略）数は247名であった。青木次彦3)は，『図書館学教育担当者名簿. 昭和52年調査』を用いて図書館学の専任教員数を調べているが，1977年の時点では178名だった。また，1982年の柳沢昌明の調査（以下「1982年調査」と省略）では，191名だった。

　ここで比較に用いる図書館情報学や司書課程の科目を担当するが図書館情報学を専門としない大学専任教員数（以下「他の分野の教員」と省略）は，297名である。なお，大学教員が図書館情報学を専攻するか否かの基準は，1) 科学研究費の分類が「情報図書館学（分野番号が733あるいは1008）」である，2) 日本図書館情報学会に所属している，3)日本図書館研究会に所属している，のいずれかが該当すれば図書館情報学を専攻しているものと見なした。
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調査項目

判明数

判明率

資料

氏名

247

100.0%

Read(研究者名)

生年月

110

44.5%

Read(生年月)；所属機関や個人のウェブサイト；『全国大学

職員録』「国立大学編」および「私立大学編」

図書館情報学の専攻

247

100.0%

Read(現在の専門分野)；日本図書館情報学会名簿や日本図書

館研究会名簿」

所属機関，学部，学科名

247

100.0%

Read(所属機関名)；所属機関や個人のウェブサイト；『全国

大学職員録』「国立大学編」および「私立大学編」

職名

247

100.0%

Read(職名)；所属機関や個人のウェブサイト；『全国大学職

員録』「国立大学編」および「私立大学編」

最終取得学位

193

78.1%

Read(取得学位)；所属機関や個人のウェブサイト；『全国大

学職員録』「国立大学編」および「私立大学編」

図書館の勤務歴

229

92.7%

Read(職歴)；著作の著者紹介，所属

最終課程（学部，修士

課程，博士課程）

192

77.7%

Read(出身大学院・研究科等)；所属機関や個人のウェブサイ

ト；『全国大学職員録』「国立大学編」および「私立大学

編」

所属学会

175

70.9%

Read(所属学会)；所属機関や個人のウェブサイト；日本図書

館情報学会名簿，日本図書館研究会名簿

和文誌

247

100.0%

国立国会図書館『雑誌記事索引』，日外アソシエーツ

『MAGAZINEPLUS』，日本図書館情報学会『BIBLIS』

査読状況

各雑誌について査読の有無を確認

英文誌

247

100.0%

『Web of Science』


C. 調査結果

a. 性別

　図書館情報学教員の中で，四年制大学教員と短期大学教員を併せて女性は64名で25.9%である。これは，文部科学省『学校基本調査』（平成17年度速報）の16.7%よりかなり高い。なお，後者は高等教育機関のうち短期大学と高等専門学校を除いた数字である。「他の分野の教員」では，46名（15.5%）であった（第3図）。「1982年調査」では性別は調査されていないので，図書館情報学の中での変化は不明である。1985年の『学校基本調査』では，女性教員の比率は8.5%だった。全体として女性の教員数と比率は，増加傾向にある。
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b. 年齢

　年齢構成を表2に示した。2005年の「図書館情報学教員」は，「1982年調査」と比べて，60歳以上と40歳台では変化がないが，50歳台が増えている。さらに文部科学省『学校教員統計調査』（平成16年度速報）と比べれば，図書館情報学教員は明らかに年齢の高い者が多く，30歳台は少なく，20歳台はいない（第２表参照）。さらに，平均年齢をみれば，顕著な差があることは明かである。年齢構成は，第4図にグラフで示した。
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70歳以上

7

7.3%

26

13.6%

2,222

1.4%

60歳台

30

31.3%

46

24.1%

25,516

16.0%

50歳台

33

34.4%

53

27.7%

42,232

26.4%

40歳台

20

20.8%

39

20.4%

45,948

28.7%

30歳台

6

6.3%

27

14.1%

39,093

24.4%

20歳台

0

0.0%

0

0.0%

4,913

3.1%

計

96

100.0%

191

100.0%

159,924

100.0%

平均年齢

2004年

1982年

2005年

56.1歳

55.3歳（推計）

48.1歳

図書館情報学
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　生年月の判明率は44.5%と低く，その信頼性に問題が残るため，年齢と関連の深い職名で比較すると，やはり，『学校基本調査』に比べて教授や助教授の割合が高く，若い層が少ないことがわかる（第5図）。
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c. 図書館実務経験

　「1982年調査」では，図書館の勤務歴を調査しているので，この調査でも調査項目に加えた。『ReaD』の職歴や個人のウェブページの他，著作に掲載されている著者紹介，あるいは，過去の雑誌記事に記載されている所属機関から図書館勤務歴を調査した。この場合，専門図書館や情報センター勤務は図書館の勤務経験としたが，学校の教諭や書店の勤務歴は含めていない。この結果，229名(92.7%)について判明し，うち121名(52.8%)に図書館の勤務経験があった。「1982年調査」の結果では，判明した148名のうち121名(81.8%)であったから，この二十年間に，図書館の勤務歴を持つ教員の割合は大きく下がったと言える。
d. 学位と最終学歴

　取得した学位と最終学歴を第3表に示した。これらのデータは，主として『ReaD』と個人のウェブページから得た。2005年の「図書館情報学教員」の中で博士の学位を持っている者は22名である。1982年からは倍増しているが，「他の分野の教員」の約3割とは大きく隔たっている。また，博士課程を終えた者の数も「他の分野の教員」よりかなり下回っている。しかしながら，「図書館情報学教員」の博士課程，修士課程修了者の数も割合も，二十年前に比べれば大幅に増えている。
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博士

22

11.8%

50

29.9%

11

5.8%

31

12.0%

修士

126

67.7%

98

58.7%

学士

38

20.4%

19

11.4%

計

186

100.0%

167

100.0%

191

100.0%

259

100.0%

博士課程修了

83

43.0%

95

56.5%

30

15.7%

67

25.9%

修士課程修了

58

30.1%

43

25.6%

29

15.2%

59

22.8%

大学卒業など

51

26.4%

29

17.3%

132

69.1%

133

51.4%

計

193

100.0%

168

100.0%

191

100.0%

259

100.0%

図書館情報学

図書館情報学以外

2005年

1982年

図書館情報学

図書館情報学以外


e. 修了大学院

　第４表では，博士課程と修士課程を終えた者について，修了した大学院別に集計している。修了大学院，出身校のデータは，主として『ReaD』から得た。複数の大学院を修了する場合や，修士課程と博士課程の大学院が異なる場合も多い。修了大学院は，国内の専門課程のある大学院に集中しており，博士課程では，慶應義塾大学大学院(24名)，東京大学大学院(20名)，愛知淑徳大学大学院(8名)，筑波大学大学院(7名)の順であり，修士課程では，慶應義塾大学大学院（29名)，図書館情報大学大学院（19名)，東京大学大学院（18名)が多い。海外の大学院修了者は，1982年と比べれば半減している。
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博士課程修了

修士課程修了

人数

比率

人数

比率

人数

人数

慶應義塾大学大学院

24

28.9%

29

22.8%

4

7

東京大学大学院

20

24.1%

18

14.2%

11

2

愛知淑徳大学大学院

8

9.6%

6

4.7%

筑波大学大学院

7

8.4%

3

2.4%

京都大学大学院

4

4.8%

6

4.7%

5

0

図書館情報大学大学院

4

4.8%

19

15.0%

大阪大学大学院

3

3.6%

4

3.1%

1

早稲田大学大学院

2

2.4%

1

0.8%

1

1

九州大学大学院

1

1.2%

2

1.6%

広島大学大学院

1

1.2%

2

1.6%

海外

1

1.2%

9

7.1%

4

16

その他

8

9.6%

21

16.5%

5

3

修了者

83

100.0%

127

100.0%

博士課程修了

修士課程修了

2005年

1982年


f. 所属学会

　所属学会は，『ReaD』と個人のウェブサイト，それに日本図書館情報学会や日本図書館研究会の会員名簿で調査した。所属学会が判明したのは175名であり，これを学会別に集計し，3名以上が所属する学会のリストが第5表である。判明者の8割以上が日本図書館情報学会(142名)に所属しており，以後，日本図書館研究会(65名)，三田図書館・情報学会（55名)の順である。1982年の時点では，日本図書館情報学会の前身である日本図書館学会に所属する者の割合は，約6割であったので，図書館情報学分野の教員が日本図書館情報学会にまとまる傾向は強まっていると言える。
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所属学会

2005年

(175

1982年

(191

日本図書館情報学会

142

114

日本図書館研究会

65

62

三田図書館・情報学会

55

35

情報メディア学会

34

情報処理学会

29

18

日本図書館文化史研究会

22

情報知識学会

17

西日本図書館学会

13

11

日本学校図書館学会

10

記録管理学会

9

日仏図書館情報学会

7

アート・ドキュメンテーション学会

6

人工知能学会

6

ディジタル図書館学会

6

図書館文化史研究会

6

日本化学会

6

日本教育情報学会

5

日本社会教育学会

5

28

日本出版学会

5

12

電子情報通信学会

4

中部図書館学会

3

東方学会

3

図書館資料組織化研究会

3

日本教育学会

3

34

日本社会学会

1

34

日本教育社会学会

1

17

日本マス・コミュニケーション学会

1

14

日本教育メディア学会

0

11

日本読書学会

1

11

国語学会

1

10

史学会

0

10


　その他の上位のうち，情報メディア学会，日本図書館文化史研究会，情報知識学会，日本学校図書館学会，記録管理学会は，最近20年の間に作られた学会である。一方，1982年に比較的多くの者が所属していたが，現在では大きく減っているのは，日本教育学会（34名から3名)，日本社会学会（34名から1名），日本社会教育学会（28名から5名），日本教育社会学会(17名から1名)などである。

　なお，「日本マス・コミュニケーション学会」は，1982年の時点では，「日本新聞学会」であり，「日本教育メディア学会」は，「日本視聴覚教育学会」だった。

　海外の学会では，American Society for Information Science and Technology(14名)，Association for Computing Machinery (8名），IEEE Computer Society（4名）が，比較的多い。

　また，学会として日本図書館協会(47名)，情報科学技術協会(26名)などが挙げられていた。
g. 文献の生産性

　「図書館情報学教員」と「他の分野の教員」の全員の雑誌論文と単行書の執筆状況を調査した。和雑誌の記事の探索に用いたデータベースは，国立国会図書館『雑誌記事索引』と日外アソシエーツの『MAGAZINEPLUS』，それに日本図書館情報学会が作成提供している『BIBLIS』である。国外誌の論文の調査には，『Web of Science』を用いた。いずれも1990年から2003年の14年間を調査した。共著は，1件として扱った。著者名をもとに検索し，同名同性だが別人と思われる研究者が含まれる場合は，個人のホームページや所属学会などを確認し，該当しないと思われる論文は除いている。国外誌については，著者名とともに所属機関を加えて検索した。

　和雑誌のうち，第6表の46誌には査読制があると判断した。学術雑誌の査読制度の有無を判断するに当たっては、投稿規程などがウェブ上にあり，査読を行っている具体的記述のある場合（手順が記載されている，投稿原稿の送付部数に査読用が入っている，再提出の要件が記載されている，など）のみ査読制があるとみなした（第6表）。なお，『Web of Science』に収録されている学術雑誌は，Information Retrieval誌を除き全て査読制があると判断した。

　第7表は，こうした文献執筆調査の結果を集約したものである。大きく，「図書館情報学教員」と「他の分野の教員」に区分した。次に和雑誌と国外誌，それに単行書に分かれ，さらにそれぞれの内数として査読のある雑誌の掲載数を示している。和雑誌には，「図書館情報学教員」は，『BIBLIS』を調査したので，その結果も加えている。「生産性」は，全体を加えたものである。
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文献数

平均

最大

１年間の平均

（文献数）

（文献数）

（文献数）

（文献数）

（教員数）

（割合）

和雑誌

雑誌記事索引収録誌

2803

11.8

77

0.84

221

89.5%

　　うち査読のある雑誌

229

0.9

13

0.07

105

42.5%

BIBLIS収録誌

1766

7.6

68

0.54

206

83.4%

　　うち査読のある雑誌

199

0.9

13

0.06

101

40.9%

国外誌

Web of Science収録誌

34

0.1

7

0.01

16

6.5%

　　うち査読のある雑誌

33

0.1

7

0.01

16

6.5%

生産性

2837

11.5

77

0.82

221

89.5%

和雑誌

雑誌記事索引収録誌

2540

8.7

76

0.62

249

83.8%

　　うち査読のある雑誌

112

0.4

7

0.03

39

13.1%

国外誌

Web of Science収録誌

83

0.3

18

0.02

18

6.1%

　　うち査読のある雑誌

83

0.3

18

0.02

18

6.1%

生産性

2623

8.8

76

0.63

251

84.5%

図書館情報学分野以外の教員

図書館情報学分野の教員

発表あり


　表頭の項目であるが，「文献数」は，見つかった文献の総件数である。「平均」は，この文献数を，2区分それぞれの人数の総計（「図書館情報学教員」では247名，「他の分野の教員」では191名）で除したものである。「最大」は，最大値を示している。「1年間の平均」は，「平均」を調査期間の14年間で除したものである。「発表あり」は，文献数ではなく，教員数を単位としており，それぞれの表側項目に該当する教員数とその全体に占める比率を示した。
　「図書館情報学教員」はこの14年の間に，平均して1年間に0.82件の雑誌記事を執筆している。査読のある雑誌には，0.07件である。図書館情報学を対象とする『BIBLIS』では，0.54件と低くなる。国外の雑誌への執筆，投稿は，14年間に34件である。

　「他の分野の教員」と比較すると，文献の生産性の全ての項目で「図書館情報学教員」は，「他の分野の教員」を幾分上回る結果となっている。

なお，「図書館情報学教員」は，この14年の間に，122名(90.0%)が論文を執筆し，査読のある雑誌への執筆者は，73名(30.9%)だった。「他の分野の教員」の場合は，論文執筆者は，249名(83.8%) で，査読のある雑誌への執筆者は21名(7.0%)だった。

1987年の柳沢昌明の『図書館情報学研究文献要覧1970〜81』を対象とした調査の結果では，12年間に191名が2,162件を執筆していた。これを「平均」で表すと，教員一人当たり11.8件であり，一年間あたり0.98件となる。論文を発表していないものは，47名で全体の25%であった。さらに，『雑誌記事索引 人文・社会編 1981-83年度版』，『雑誌記事索引 科学技術編 1981-83年度版』，『研究者・研究課題総覧　84年度版』に加えて雑誌記事索引に採録されていない図書館情報学分野の雑誌17タイトルを対象とした場合では，3年間に191名が462件を執筆している。教員一人あたり2.42件，年平均で0.81件となる。論文を発表していないものは71名であった(37.2%)。

　「他分野の教員」では，『図書館情報学研究文献要覧1970〜81』を対象とした場合，259名のうち232名(89.6%)が論文を発表しておらず，81件が発表されている。『雑誌記事索引』その他（1981-1983）の場合でも，115名が論文を執筆していない（平均は1.41件）。この期間中に合計366件の論文が発表されているが，図書館情報学関連の総論文数は13件で，全体の3.6%にすぎず，執筆者数も11名で他分野の教員全体の4.24%であった。

　調査対象と期間の微細な相違があるため，単純に両者を比較することはできないが，少なくとも，1件以上論文を発表している教員は大幅に増加していることがわかる。
D. 日本の図書館情報学分野の教員の現状
研究者の属性
大学と短期大学に所属する図書館情報学分野の大学教員の数は2005年4月現在で247名である。そのうち，女性の割合は，25.9%であり，文部科学省『学校基本調査』（平成17年度速報）の16.7%よりかなり高い。また，年齢が50歳以上の者の割合が73%を占める。これは，文部科学省『学校基本調査』（平成17年度速報）の42.2%を大きく上回り，また1982年の時点の65.4%よりさらに増えている。

図書館の勤務経験のある者は，約5割であるが，1982年の8割強と比べるとかなり減っている。

博士の学位を持つ者は，1982年から倍増したが，他の分野に比べてその割合は低い。博士課程修了者の割合は，他の分野に近づいている。

学会所属
図書館情報学分野の大学教員の約8割が日本図書館情報学会に所属しており，一つの学会に集中する傾向がみられる。特に，日本図書館研究会，三田図書館・情報学会，西日本図書館学会に所属する者は，1982年以来，やや増加している。また，1982年と比べると教育学，社会学関係の学会に所属する者は激減する一方で，情報処理学会は大幅に増加している。

論文生産性
図書館情報学分野の研究者は，この14年の間に，平均して1年間に0.84件の雑誌記事を執筆している。査読のある雑誌への執筆は，年平均0.07件，国外の雑誌への執筆，投稿は，14年間に34件である。この14年の間に，122名(90.0%)が論文を執筆し，査読のある雑誌への執筆者は，73名(30.9%)だった。他の分野の教員に比べて，執筆者の割合は高く，文献の生産性の全ての項目で図書館情報学分野の教員は，他の分野の教員を幾分上回る結果となった。

といったことが言える。

　ここでは，図書館情報学分野の研究教育の中心をなす大学の専任教員の，現状と特性について，大学教員という観点からその経歴や研究生産性を示した。こうした調査は，定期的に行われる必要があろうし，調査方法についても洗練が求められるであろう。

　また，日本の図書館情報学についての議論は，こうしたデータに基づいてなされるべきである。

謝　辞

　本研究は，日本学術振興会科学研究費基盤研究(A)「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」の一部である。査読者の方からも，的確なご指摘を頂きました。あわせてお礼申し上げます。

引用文献

1) 根本彰.　図書館情報学における知的貧困．現代の図書館．vol.39, no.2, p.64-71(2001)

2) 柳沢昌明. 日本の図書館情報学教育担当者の研究. 昭和62年度慶應義塾大学大学院修士論文. 1987.　p.133.

3) 青木次彦．わが国の図書館学担当教員の現状．同志社大学図書館年報．no.8，p.37-43(1982)
注：Library and Information Science誌掲載載原稿とは表現で異なる箇所がある。また，ここでは一部の図表を省略した。
PAGE  

